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研究成果の概要（和文）：垂直統合型の小売フォーマットを採用した衣料品専門店チェーンの成長は近年の小売流通を
小売店舗形態構造の動態から見た場合の主要な現象のひとつである。本研究では、まず、これら専門店チェーンの台頭
をうながした流通課業環境と制約環境について、この分野の代表的な研究アプローチを踏まえながら、歴史的な視点か
らの分析を試みた。その上で、1990年代以降顕著になった、この小売店舗形態内における個別小売業者の地位変動過程
に着目し、その規定因としての市場戦略と深く連動した商品調達ネットワークの果たす役割の重要性について、日本的
小売業の性格を踏まえながら明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The past couple of decades of Japanese retailing have observed a rapid growth of 
virtually integrated clothing specialist retail multiples. It has been marked as one of the phenomenon 
that have had substantial impacts upon the advance in Japanese retailing. Having such a trend as the 
background of the research, this study aimed at identifying the key environmental factors that may have 
played a considerable role in the formation and the sizeable growth thereafter of this particular retail 
type from a historical perspective, integrating four important schools of research approaches in this 
topic area. Upon the basis of this, it shed light on the increasing inter-type competition amongst the 
specialty store multiples. Market positions amongst these players have changed dramatically in Japanese 
retailing since the 1990s. It was revealed that one of the driving forces of the competitive advantage in 
this process is the effectiveness of retailers' inter-organisational sourcing networks.

研究分野： 商学
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１．研究開始当初の背景 
 近年の衣料品小売流通における機関構造
の変化に大きな影響を与えている現象のひ
とつに、多様なパターンをとる垂直統合型小
売フォーマットを構築した専門店チェーン
群の世界的な規模での台頭と成長を挙げる
ことができる(Fernie and Perry,2011)。こ
れら専門店チェーンの多くはプライベー
ト・ブランド(Private Brand: PB)による商
品を品揃えし、商品開発や商品調達、チェー
ン店舗への商品供給、店舗運営といった活動
次元で競争優位の源泉となり得るフォーマ
ット革新(矢作,2007;田村,2008;Raynolds et 
al,2007)を連続的に発生させることによっ
て母国市場における成長と海外市場におけ
る急速な小売店舗事業の拡大を推進してき
た。 
 そして、それらの代表事例といえる衣料品
専門店チェーンが出現し、模倣者・追随者を
巻き込みながら同形態をとる小売企業群の
戦略グループの形成をうながし(坂川,2009)、
衣料品小売流通の機関構造のみならず、卸売
機構や生産部門の編成にも大きな影響を与
えるようになっている。 
 こうした衣料品専門店チェーンの躍進と
それによる流通部門・生産部門への影響に呼
応する形で、この現象に着目した学術的研究
成果の蓄積が近年見られるようになった。関
連する領域の既存研究を主要なカテゴリと
してスペクトラム上に分類すると、(A)伝統
的な事例研究(B) 個別企業の行動による構造
への影響を論じる研究(C) ネットワーク・ア
プローチに依拠した研究(D)制度的アプロー
チに依拠した研究 という形で整理すること
ができる。 
 これらカテゴリに属する既存研究は、それ
ぞれの細分領域において重要な貢献を果た
しているものの、カテゴリ間の研究が相互独
立的に遂行される傾向が顕著であり、衣料品
専門店チェーン形態の台頭と成長のプロセ
スを鳥瞰的・歴史的に分析し、さらにはその
将来展望を検討するための枠組みを提供し
ているとはいえない。 
 
２．研究の目的 
 1990 年代半ばより急展開をみせる小売国
際化は今日の小売流通の変化潮流を象徴す
る現象である。なかでもチェーンストア・オ
ペレーションを採用した専門店小売商群の
世界的な躍進は著しい。本研究は多次元での
高度な国際化水準に特徴づけられる小売形
態としての衣料品専門店チェーンを観察対
象として設定し、その商品調達ネットワーク
の歴史的分析を手がかりに、専門店イノベー
ションの規定因を以下の２つの視点から明
らかにすることを試みるものである。 

(1) 個別小売企業による小売フォーマッ
トの生成次元 

(2) 専門店形態全体の成長をうながす流
通課業環境・制約環境の変化次元  

 これとあわせて、先端的な衣料品専門店チ
ェーンの主要取引先である大規模メーカー
の成長による新たな経路問題の発生原理に
ついて論じるものとする。 
 
３．研究の方法 
 小売形態の盛衰過程は個別小売企業によ
るミクロレベルの小売フォーマット（事業モ
デル）革新の次元とそれら革新者とその追随
者や模倣者による店舗が有する小売ミック
スやその背後のオペレーションの一部の諸
特徴に関して消費者の間で共通に知覚され
るイメージの形成を通じて出現するマク
ロ・レベルの小売形態の次元というふたつの
次元が入れ子型に関係する構図のもと展開
する点に特徴づけられる (田村 ,2008; 
Goldman,2000)。 
 

 図表 1 に示すように、ミクロ次元における
小売フォーマット革新は流通課業環境や制
約環境の種々な変化への個別小売業者の適
応行動として表出化する。あるいはそうした
変化の兆候に対する先見的行動として生
産・流通・消費部門に影響を与える。先発者
による小売フォーマットの革新効果が顕著
になるに従って、類似した小売ミックス(図
表 2 の A 次元)を備えた追随者が登場する。
これら後発者は小売ミックスという消費者
の目に見える店舗属性群だけでなく、それら
の効果を支援する基盤となる商品開発・調達
や（チェーンストアの）店舗への商品供給と
いった、いわば小売フォーマットのバックヤ
ードにあたる部分でのオペレーションの編
成様式や組織間関係のネットワークのあり
方(図表 2の B次元)についても（少なくとも
表面的には）模倣を試みるようになる。こう

図表 1.小売フォーマット革新と小売形態の生成(出所：

鈴木,2010;東,2011 をもとに作成) 

図表 2.小売形態革新のふたつの次元(出所：田村,2008;
東,2011 をもとに作成) 



した現象がマクロ次元における小売形態イ
メージの生成をうながす。 
 
 近年における小売競争のひとつの特徴は、
競争次元が小売段階のみならず、その調達経
路全体を包摂するシステム間競争の側面を
強めていることである。本研究で観察対象と
する衣料品商品部門については、1960～70 年
代にかけて有力 NB メーカーによる生産活動
のアウトソーシングへの移行を端緒として、
オフショア商品調達市場の漸進的発展がみ
られたことから、小売業者が PB 商品の開発・
調達を含む垂直統合型ネットワークの採用
に踏み切ることが可能な構造的条件が比較
的初期から存在していたといえる(東,2011)。 
 このことは、国内外市場におけるチェーン
オペレーションを通じた商品調達・販売の規
模拡大を目指す個別専門店チェーンの成長
基盤を提供しただけでなく、多様な小売フォ
ーマットを内包するマクロな小売形態とし
ての衣料品専門店チェーンのプレゼンスを
高めることになった。ここで「研究目的」に
挙げた二点とともに、このような歴史的観点
からみた商品調達の重要性に鑑み、本研究で
は商品調達を専門店チェーンの小売フォー
マットの稼働力の源泉として位置付け、既述
の研究目的を達成することを目指した。 
 
 
４．研究成果 
(1) 本研究は、垂直統合型小売フォーマット
を構築することを通じて主に 1990 年代以降
に急成長を遂げたわが国の衣料品専門店チ
ェーン小売商について、①小売店舗形態の盛
衰過程における衣料品専門店チェーンの台
頭プロセス ②衣料品専門店チェーン形態
の形態内競争 の２つの次元からこの種の
小売形態を採用した専門店チェーンの成長
を商品調達ネットワークの分析を通して検
討をおこなった。 
 わが国の小売流通の構造動態の変化に鑑
みると、1990年代からの20年間においては、
小売販売額がピークに到達し、その後減少へ
と向かう状況のもと、大型店出店規制の緩和
が進行するとともに、消費は減退し、熾烈な
価格・価値競争が展開されるようになった。
そこでは、小売店舗形態の盛衰のマクロ的視
点からは、衣料品専門店チェーン全体の台頭
が見られると同時に組織間関係を基盤とす
る商品調達能力が、個別専門店チェーン間の
同形態内競争における優劣に影響を与えて
いることが明らかになった。 
(2)わが国では、垂直統合型のチェーンスト
ア・オペレーションを採用した衣料品専門店
を「SPA:製造小売業者」という形態カテゴリ
として認識されている。この一般的な形態認
識にもとづくカテゴリ名称は、日本において
のみ普及したものであり、イタリアでは株式
会社を、英語圏ではスパ・温泉を意味する言
葉である。また、わが国では商業統計の区分

にもあるように「製造小売事業所」とは、パ
ンや洋菓子、豆腐などの業種にみられるよう
な、商品の生産とその消費者への販売行為の
地点を同一とする事業所を意味する。この点
での混乱が生じている点も指摘される。 
 このような形態にかかわる定義上の問題
はさておき、垂直統合型の衣料品専門店チェ
ーン台頭の歴史的背景においては、いくつか
の制度的要因が共通して作用していた。1970
年代以降、先進的工業国の衣料品メーカーや
製造卸の間では、通貨高や人件費高騰などの
理由から商品の生産・調達拠点を海外移転す
るケースが顕著になった。これと並行する形
で、MFA(Multi Fibre Agreement)や輸出入ク
オータ(quota)制など繊維製品の国際貿易に
かんする取極めによって規定される制度的
枠組みのもと、国際的な繊維製品の生産・調
達のハブ的役割を果たす地域においては、よ
り多くの輸出クオータの獲得を目指す企業
群が、生産拠点の周縁部への拡張的移転を技
術・ノウハウの指導とあわせて推進した。 
 こうした流れのもと、 生産活動のみなら
ず、生産管理などの業務を、海外の生産・調
達拠点の製造業者や貿易会社、素材メーカー
などの焦点企業にアウトソースし、生産部門
への関与度の低いブランドマーケターへと
移行する国際的な衣料品メーカーが目立つ
ようになる。 
 一方、消費不況下での成長を企図する近代
的な衣料品専門店チェーンの間では、一定の
利益率を確保し、営業活動を通じたキャッシ
ュ流入量の増加を実現することが不可欠で
あり、自らが品揃えする商品の価格設定権を
掌握する必要性に直面していた。 
 有力 NB メーカーの製品による品揃えを通
じてこれらを実現することは、旺盛な消費と
メーカーの建値制をはじめとするチャネル
政策が安定することがその必要条件となる
が、両者がともに崩壊する状況下においては、
小売商が 商品調達経路や商品開発に対する
関与水準を高め、メーカーが有する価格設定
権を自らのもとに移転しようとする行動が
うながされる。そのための手段として小売商
は PB 商品の導入を試みることになるが、前
述のようなプロセスを経て、海外における商
品調達が易化する環境が整い始めていたこ
とが、これを後押ししたと考えられる。 
 日系小売業の場合では、総合商社や専門商
社による海外進出によって、円滑な商品調達
を支援するための情報縮約・整合による効率
的なサプライヤー探索 、生産管理の外部化、
流通金融と危険負担機能や貿易業務、流通加
工も含む物流機能などの活用が可能となっ
た。 
 90 年代に入ると、中国本土では旧国営企業
を前身とする企業を中心に、海外顧客との取
引をテコに大規模化を遂げる衣料品製造業
者が台頭する。欧米の大規模メーカーや国際
的小売業者は、これら製造業者との直接取引
を通じて大ロットによる計画調達を重視し



た調達経路を構築して久しい。一方、日系企
業については、需要変動の大きい市場特性を
反映し、多品種・小ロット、短納期に特徴付
けられる機動型の非計画的商品調達が一般
的であり、取引集中をおこなう商社の介在な
くして調達基盤を確保することが困難とな
る状況に置かれるとともに、サプライヤーか
ら有利な取引条件を引き出したり、特異商品
の開発支援を受けたりすることも同様に難
しい。トップ小売業者群の規模が伸長してい
るにもかかわらず、欧米の専門店チェーンが
採用しているような標準化・定型化した小売
フォーマットのフロントエンドとそれを支
援するバックヤードのオペレーションが硬
直的に統合される例が極めて稀であるのは、
上記のような需要与件を前提としてとらえ
た日本型のチェーンストア・オペレーション
が定着していることと無関係ではないだろ
う。 
 
 こうした日本企業の例外事例として挙げ
られるのは、ファーストリテイリング社(以
下 FR 社)である。同社は、カジュアルウェア
の専門店への転換時から一連の転換点にお
ける意思決定を経て現在の地位に至ること
になったが、チェーンストア・オペレーショ
ンの拡大を通じた商品調達規模の増大を視
野に入れ、品揃えを絞り込んだ上で、その主
要部分に含まれるカテゴリの製品市場の構
成全体に影響を与えるような基幹商品の開
発・調達を基点にスーパーセグメントを深耕
することで成長を遂げてきた。 
 ここでは、最終製品の生産を担当する縫製
メーカーとの直接的な取引の焦点化が進め
られただけでなく、原始供給者（原料・素材
メーカー）にあたる繊維素材メーカーや紡績
メーカー、染色・編み立てメーカーなどとの
間でも準契約関係にもとづいた組織間関係
のネットワークが構築される。さらには、最
終製品の在庫による流通危険については、卸
売業者との契約を通じた大規模調達特有の
リスクの低減を図っている。 
 同社の調達ネットワークにおいては、原料
分野での共同開発をおこなう素材メーカー
との準契約による合意を通じ、各製品の期間
販売予定数量が週次で計画化される。素材生
産段階以降の各生産段階を担当する製造業
者は素材メーカーの関連会社である、同社と
当該生産段階で密接な補完関係にある、ある
いは FR 社との常軌的取引関係にあるといっ
た特徴を備えている。 
 そのため、FR 社の週次販売計画の調達ネッ
トワーク全体での効率的な共有化が可能と
なり、生産の各段階での週次レベルでの素資
材や染料などの薬剤、設備、人員などの所要
量の計画的な把握がうながされる。実需が発
生する段階に入ると、実需にもとづいた週次
需要予測が共有されることになり、週次の生
産所要計画の修正が施され、増産、減産、あ
るいは生産の打ち切り（および最終製品在庫

の処分販売）の意思決定がおこなわれる。こ
れは、生産段階における原料在庫や中間在庫
を含む在庫による危険負担と流通段階にお
けるそれの低減・回避に貢献する。 
 それとともに、調達数量にかんする意思決
定の延期にかんする延期点(decoupling 
point)を原始供給者段階に近づけることが
可能となる。また、生産打ち切りの場合には、
少品種・大ロットかつ在庫価額が相対的に低
い素材段階ないしはその直近段階で当該商
品の生産を停止することで、新たな商品への
原料・素材の汎用が可能となる。これは、調
達数量に加え、製品形態にかんする意思決定
の延期といえる。 
 また、主要サプライヤーに対する技術移転
において、上述のような情報共有を通じた詳
細な計画管理の方法が採用されているだけ
でなく、日本国内の製造業の海外移転や廃
業・規模縮小などの影響を受け流出した高度
技術者を採用し、これらの技術者が縫製や染
色、編み立てといった主要生産段階における
長期的技術指導をおこない、品質の継続的改
善に取り組んでいる。その結果、繰り返し展
開される機能特化した基幹商品の品質向上
がもたらされるのみならず、閉じた組織間関
係のネットワークによる同社の商品調達経
路の柔軟性効果とあわせ、商品の不良率の低
減、さらには個々の店舗が対応する地域小売
市場において新聞折込チラシなどを通じて
おこなう週次の働きかけの多様性との効果
的・効率的連動が可能となった。 
 個々の店舗の店頭における柔軟な対応を
許容する一方、それを支援する商品調達や店
舗への商品供給の仕組みを週次の所要施設、
設備、人員、原材料、中間在庫といったレベ
ルまで落とし込んだオペレーションは、日本
型チェーンストアの特色でもあり、潜在的な
陥穽ともなりうる個別店舗レベルでの独立
性とそのバックヤードのオペレーションの
「ブラックボックス」的側面を一定の水準で
克服するものであるととらえることもでき
よう。 
 大規模小売バイヤーとその海外サプライ
ヤーとの間でこのような長期的な技術移転
が実施されるケースは、欧米の企業の事例で
はほとんど見られない特徴である。職人や技
術者の育成を政策的に支援してきた伝統を
もつドイツの企業では、かつて海外サプライ
ヤーへの技術移転を積極的に推進するケー
スが顕著に見られたが、同国の小売店舗形態
の主軸がディスカウントストアにシフトし
た現代では、英米などの企業と類似してきて
いるといえる。  
 また、欧米の衣料品専門店チェーンの間に
みられるチェーンストア・オペレーションに
おいては、卸売段階を排除した硬直的な垂直
統合パターンが顕著であるが、先述の危険負
担の例にも挙げられるように、ユニクロの商
品調達ネットワークでは、卸売業者の柔軟な
連携が取られている。商社との取引について



も、当初は最終製品の在庫危険負担や貿易業
務などの流通機能行為の遂行が求められて
いたが、現在では売上と利益の面で最重要性
を担う商品については、ユニクロ自身が LC
を開設し、商社が商流に参加することは少な
くなっているが、それらに該当しない商品に
ついては上記の機能を商社が継続して担っ
ている。 
 同社の調達ネットワークにおける商社の
役割は低下しているとはいえ、長期継続的な
取引関係を通じて、突発的な事態において商
社が機能遂行を果たすこともあれば、その売
買集中機関としての活動を通じて縮約され
る市場情報のフィードバックが同社の商品
調達における適切な意思決定を支援するこ
ともある。 
 以上のことから、欧米の大型小売業にみら
れる垂直統合型チェーン小売業のそれと類
似したものとして認識されることの多い FR
社の小売フォーマットには、極めて日本的な
特性が埋め込まれていることが明らかにな
った。 
 わが国における「失われた 10 年」を通じ
て、（少なくとも部分的に）垂直統合型の小
売フォーマットを採用した衣料品専門店チ
ェーン全体の台頭が見られたが、その内部に
おける優劣の規定因として、小売フォーマッ
トのフロントエンドに位置する市場戦略の
実現におけるバックヤードの商品調達ネッ
トワークの重要性が浮き彫りになったとい
って過言でないだろう。 
(3) その一方で、垂直統合型の大規模衣料品
専門店チェーンの成長を支持してきた海外
の商品調達基盤が今後も安定してその機能
を提供しうるかについては、不確実性が生じ
ている。ひとつは、大規模サプライヤーによ
る生産能力の確保にかんする問題である。月
次生産能力が100万点を超える生産者の数は
限定的である。また、それらが安価な労働力
を安定的に獲得できるかについても、他産業
の成長との関連上、困難化する状況が生じて
いる。このような状況が生起することによっ
て、大規模サプライヤーは、大手小売バイヤ
ーに対しての交渉力を掌握することになる。 
 中国本土を例にとると、大規模な受託生産
者を前身とする国内チェーン小売商や NB メ
ーカーは複数存在する。また、国際的な大規
模小売商との長期的取引を通じて、特定商品
分野におけるノウハウを蓄積した受託生産
者には、それらを通じた店舗型・無店舗型双
方による直販経路の開拓機会も生まれてい
る。 
(4) 上記(1)-(3)にて概要を示したが、本研
究は、衣料品専門店チェーンにかんする先行
研究の主要領域、すなわち(A)伝統的な事例
研究(B) 個別企業の行動による構造への影響
を論じる研究(C) ネットワーク・アプローチ
に依拠した研究(D)制度的アプローチに依拠
した研究 の融合を図りながら、衣料品専門
店チェーンという小売形態の台頭過程と、そ

の後の同形態内部での競争についての分析
を試みた。研究期間内には、その全体像につ
いて整理をおこなうことができなかったが、
2015 年度の終盤に向け、本研究の最終成果と
して、単著『専門店イノベーションと商品調
達ネットワーク（仮題）』の執筆を完了すべ
く、計画している。 
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